
    

 

 

 

 

は し が き 

 

我が国では今後､戦後生まれのいわゆる「団塊の世代」が高齢期を迎え、国民の四
人に一人が高齢者となる本格的な高齢社会の到来を目前に控えており、国民の一人一
人が長生きして良かったと実感できる、心の通い合う連帯の精神に満ちた豊かで活力
のある社会を早急に築くことが課題となっている。 
このため、政府は高齢社会対策大綱に基づき、就業・所得、健康・福祉、学習・社
会参加、生活環境等広範な分野にわたる各般の施策を総合的に推進しているところで
あり、こうした施策を適切かつ効率的に推進していくためには、高齢者の生活と意識
を的確に把握することが重要である。 
このような観点から本調査では、平成８年度に引き続き、高齢者の健康、食生活、

楽しみ・不安、福祉､医療など高齢者の健康・福祉の推進のために重要となると思わ
れる諸項目について調査を行った。 
本報告書が、今後の高齢社会対策の推進のための資料として、広く活用され、高齢
者の健やかで充実した生活の確保に資すれば幸いである。 
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